
 

（法第28条第１項関係様式例）※事業報告書等提出用 
 

令和２年度 事 業 報 告 書 

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

 

法人の名称： 特定非営利活動法人 知恵と考働  

 

１  事業の成果 

     地方公共団体等が行う地域活性化政策並びに産業振興政策に対する支援事業を中心と

して活動を行ってきました。当法人は、社会的課題の中で、特に大きな課題と思われるテ

ーマを抽出し、その解決のための火種づくりと風を起こすことが出来ればと考えておりま

す。今年度は、就農者の高年齢化が課題となっている農業改革の一環としての改善活動を

開始しております。特に、ブドウ農家の作業負荷、短期間での作業集中等は農家にとって、

大変厳しく、それらの改善に繋がることを目的としまして、製造業で培いました経験等に

より作業改善ツール等を開発し、その実用評価を行いました。又、新型コロナ禍における

健康管理の重要性から、個人の栄養状態を評価する尿検査サービスを全国展開されている

企業様と共同で健康管理に係る実証実験を行いました。これらの活動が、経済活性化や地

域住民の健康管理の一助となることを念願しております。 

 

２  事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 
(定款に記載した事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の実

施日時 

(B)当該事業の実

施場所 

(C)従事者の人数 

(D)受益対象

者の範囲 

(E)人数 

事業費の 

金額 

(単位：千円) 

国・地方公共団体等が
行う地域活性化政策な
らびに産業振興政策に
対する支援事業 

社会的課題と考える主
要なテーマに関する情
報収集と支援活動等を
行いました。 

(A)4 月から通期 

(B)企業等 

(C)３名 

 

(D)健康管理従
事者等 

(E)50 名 

1,451 
 

起業支援ならびに地
域・商店街の活性化に
関する事業 

本年度の実績はなし。 本年度の実績はな
し。 

本年度の実績
はなし。 

０ 

新技術の開発と普及に
関する事業 

農作業の改善を目的と
した製品の開発と評価
を行いました。 

(A)4 月から通期 

(B)企業等 

(C)３名 

 

(D) 農業従事
者等 

(E)60 名 

3,000 
 

民間非営利組織等への
コンサルテーションな
らびにセミナー開催等
による支援事業 
 

本年度の実績はなし。 本年度の実績はな
し。 

本年度の実績
はなし。 

0 
 
 

企業支援活動としての
コンサルテーションな
らびに経営改善支援等
に関する事業 

企業経営改善支援に関
する業務委託契約に基
づき、企業の経営改善
の助言・支援を行いま
した。 

(A)4 月から通期 

(B)企業 

(C)３名 

(D)支援企業 

(E)50 名 

3,750 
 
 
 

 


